
追加登録地区（案）の概要

1 北海道 H17

④

⑦

草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上
その他
（ＴＭＲセンターの振興)

美瑛町 美瑛町 ・ＴＭＲセンターを設置し、粗飼料生産とＴＭＲ調整・給与業務を一括して行うとともに、計画的な草地更新やトウモロコシの生産拡大を推進。
・ＪＡ、町、普及センターにより計画作成、技術指導、事業推進を実施するとともに、行政、研究機関や関連団体とも連携。
・目標：飼料自給率　５３．５％（Ｈ１７）→５８．６％（Ｈ１８）

2 北海道 H17

⑦ その他
（センター方式によるＴＭＲ
の低コスト・安定供給)

湧別町 (有)ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ
ばろう

・粗飼料自給率の低下などに対応するため、ＴＭＲセンターを設置し、原料として農産物残さを利用するほか、品質低下を防止する圧縮梱包方
式を採用するなど、先進的技術を導入。
・農協、町、普及センター等からなる支援組織により技術指導・事業推進を図るとともに、研究機関等の支援により品質保持技術等を構築。
・目標：飼料自給率の向上　５０．９％（Ｈ１５）→５３．２％（Ｈ２２）

3 北海道 H17

③ 放牧の推進 新十津川
町

新十津川町 ・近年生産が拡大している黒毛和種における生産コスト低減や省力化を図るため、遊休化し荒廃が進んだ草地を公共牧場として整備し放牧利
用を推進。
・地域畜産生産者で組織する畜産振興協議会が中心となり、農協、町、普及センターが連携して推進体制を構築。
・目標：公共牧場放牧利用頭数　６５頭（Ｈ１７）→１１０頭（Ｈ２２）

4 北海道 H17

⑤
⑦
コントラクターの活用
その他
（ＴＭＲセンターの活用）

稚内市 沼川農業協同組合 ・高齢化等による労働力不足等に対応するため、農協全域を対象とした飼料生産コントラクター及び良質飼料の安定供給を行うＴＭＲセンター
を設立し、個別経営の支援体制を確立。
・農協、市、普及センターで構成する営農指導対策協議会を活用し、支援体制を確立。
・目標：草地資源の活用による飼料自給率の向上、個体乳量及び飼養頭数の増加。

5 北海道 H17

⑤ コントラクターの活用 更別村 (有)ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ
さらべつ

・労働力不足に対応し生産コストの低減等を図るため、村内全域を対象とするコントラクターを農家自らが組織運営し、規模拡大に対応したゆ
とりある酪農・畜産経営を育成。
・当該組織、ＪＡ、村、普及センター等からなる更別村コントラクター事業支援協議会を組織し、推進方策等を検討。
・目標：労働力の緩和、飼養管理への専念、粗飼料の安定生産等。

6 北海道 H17

④

⑤
⑥

草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上
コントラククターの活用
消費者への理解醸成

陸別町 陸別町農協
ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ利用組合等

・酪農の安定的発展を図るため、継続的な草地整備、コントラクターの活用、畜舎衛生対策を総合的に推進。
・コントラクター利用組合、農協などの関係団体が連携し、推進体制を構築。
・目標：将来的な事業等の推進。

7 北海道 H17

③
④
放牧の推進
草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上

足寄町 足寄町 ・放牧を主体とした酪農の拡大と定着を図るため、放牧組織の連携強化、牧道や草地林地の一体的整備を図るとともに、放牧酪農牛乳の製
品化試験などを実施。
・足寄町放牧酪農研究会などの集団による取組推進を農協や町が支援。
・集約(昼夜)放牧の拡大、草地の有効活用による循環型農業の確立。

8 北海道 H17

⑤ コントラクターの活用 広尾町 酪農家集団
機械利用組合等

・労働力不足に対応し、飼料生産･給与における効率的な分業化するため、現在稼働しているＴＭＲセンターの効果を検証し、総合的なコントラ
クターシステムの整備を推進。
・農作業受託組織を中心とするネットワーク検討委員会や町農政推進協議会、ＪＡ、普及センター等が連携して取組みを推進。
・目標：平成２０年度までに町内分業化システムの構築等

9 北海道 H17

④

⑤

草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上
コントラクターの活用

大樹町 大樹町農業協同組合 ・労働力不足や草地整備の遅れに対応するため、コントラクターの活用を図りつつ、各種の草地整備関連事業の計画的な実施により、高位生
産性草地への転換を推進。
・農協、町、普及センター等からなる大樹町ゆとり農業推進会議により、技術指導方針の設定や事業推進を実施。
・目標：草地更新の計画的な実施(毎年２５０ｈａ程度)、コントラクター利用農家の拡大。

10 青森県 H18

③
④
放牧の推進
草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上

横浜町 粗飼料生産集団
町営田ノ沢牧場等

・地域における良質粗飼料確保に対する意識の高まり等を受け、草地造成･整備により良質粗飼料の確保と飼料自給率の向上の進めるととも
に、町営牧場における放牧の取組みを推進。
・ＪＡ、町、県等からなる菜の花地区畜産活性化計画策定委員会により地区の取組みを推進。
・目標：地区内の草地造成･整備　１３ｈａ（Ｈ２１）、町営牧場の草地整備　４ｈａ（Ｈ２１）。

11 秋田県 H18

④ 草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上

羽後町 酪農家、肉用牛農家
集団

・草地基盤の生産性低下による乳用牛頭数の低下等に対応するため、草地改良による飼料基盤の機能拡充により粗飼料自給率の向上を図
り、地域内において安定した乳用牛・肉用牛生産を推進。
・ＪＡ，町、県、農業公社等が連携し、事業推進･技術指導等を実施。
・目標：草地造成改良　１０ｈａ（Ｈ２２）、草地整備改良　３０ｈａ（Ｈ２２）、飼料作物作付面積　２７４ｈａ（Ｈ１７）→３１４ｈａ（Ｈ２２）。
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12 山形県 H18

⑤ コントラクターの活用 真室川町 真室川町コントラク
ター組合

･耕畜連携による省コスト化や持続型農業生産への取組みを進めるため、コントラクター組合(畜産農家中心)を設立。
・当該組合、耕種農家、農協、各行政機関が連携する推進体制（推進会議）のもと、専用収穫機をH16に導入し、稲ＷＣＳの作付けをはじめ、
稲わらの収集、堆肥散布にかかる取組みを推進。
・目標：稲ＷＣＳ作付面積　９ｈａ（Ｈ１７）→２０ｈａ（Ｈ２０）　　稲ワラ収集面積　２ｈａ（Ｈ１７）→５ｈａ（Ｈ２０）

13 栃木県 H17

④

⑦

草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上
その他
（細断型ロールベーラーに
よる効率生産）

那須塩原
市

ＳＭＫ組合
(飼料生産組合）

・酪農経営のコスト低減や高品質自給飼料の供給を図るため、飼料生産組合を設立し、細断型ロールベーラーを基軸とした飼料生産体系を構
築。
・当該組合、酪農協、行政組織が連携し、事業推進、技術指導等を行い取組みを推進。
・目標：トウモロコシ作付面積　８．０ｈａ(Ｈ１７)→９．５ｈａ(Ｈ１９)。

14 栃木県 H18

① 稲発酵粗飼料の増産 矢板市 矢板ＷＣＳ利用組合 ・稲ＷＣＳの栽培や収穫作業の効率化を進めるため、利用組合（肉用牛農家で構成）を設立。
・当該組合、農協、各行政機関が連携する推進体制のもと、専用収穫機の活用を基軸とした飼料生産体制を構築。
・目標：稲ＷＣＳ作付面積の拡大　７ｈａ→１４ｈａ

15 群馬県 H17

⑤ コントラクターの活用 群馬県内
一円

財団法人
群馬県農業公社

・県内で唯一活動中のコントラクターである当該公社をコントラクターモデルとして位置づけ。
・当該公社、県関係機関、農協等団体が協力して推進体制を構築、作業受託面積の拡大及び新規コントラクターの育成を実施。
・目標：県内における新規コントラクター組織の育成

16 長野県 H18

⑦ その他
（飼料生産の効率化）

松本市 倭酪農機械利用組合 ・高齢化等に対応したトウモロコシの詰め込み作業や運搬作業の軽減を実現するため、組合構成員の計画的な労力配分と細断型ロールベー
ラーの活用により高品質サイレージの生産を推進。
・利用組合総会において作付・利用計画調整や検証を行い、当該組合、農協、行政機関等が連携し計画を推進。
・目標：トウモロコシ作付面積　３１．０ｈａ（Ｈ１７）→３２．５ｈａ（Ｈ２０）

17 新潟県 H17

④ 草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上

新潟市
(旧岩室町)

(有)米工房
いわむろ

・酪農家の粗飼料利用拡大のため、水稲受託組織である実施者（米工房いわむろ）が、地域の酪農家の国産粗飼料活用拡大のために、転作
田において飼料用トウモロコシを作付。
・ＪＡ、市、振興事務所等が連携し、地域コントラクターとしての計画策定指導等を実施。
・目標：トウモロコシ作付面積　１０ｈａ（Ｈ１８）。

18 福井県 H17

② 国産稲わらの利用拡大 坂井郡 地域肉用牛農家集団 ・消費者のニーズに対応し、生産履歴の明らかな粗飼料を確保するため、地域肉用牛農家１５戸による地域稲わらの収集を推進。
・県経済連、農協を中心とした事業推進会議を開催し、県単事業内容の周知及び稲わら確保面積拡大の円滑な推進を実施。
・目標：稲わら収集面積の拡大（Ｈ１８）

19 岐阜県 H18

③ 放牧の推進 高山市 地域肉用牛農家 ・肉用牛管理の省力化を進めるため、肉用牛繁殖農家(４戸)が低利用地(山林等)を共同放牧場として整備し放牧利用。
・農協、市、県機関が連携をとり技術指導や衛生指導を実施。放牧事例として情報発信し啓発・普及を実施。
・目標：放牧地面積　５ｈａ（Ｈ１８）

20 愛知県 H17

③ 放牧の推進 新城市 愛知東農業協同組合 ・高齢化に伴う労力不足や遊休農地の増加に対応するため、市内６地区で遊休農地移動放牧の実証を開始するとともに、和牛繁殖経営への
参入や放牧研修会への参加を促進。
・ＪＡ畜産課、ＪＡ和牛部会、市、県機関が連携して取組みを推進
・目標：放牧地面積目標　３ｈａ（Ｈ１７）、５ｈａ（Ｈ１８）

21 愛知県 H18

③ 放牧の推進 豊田市 加茂和牛改良組合 ・高齢化に伴う労力不足や遊休農地の増加に対応するため、県単事業により遊休農地を活用した放牧を開始。
・当該組合、ＪＡ、市、県機関からなる放牧推進協議会を設置し、推進方策の検討や地域の調整等を実施。
・目標：放牧地面積　３ｈａ（Ｈ１８）

22 三重県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 伊賀市 ＪＡ伊賀北部 ・ＪＡが仲介役となって耕畜連携を推進し、オペレーター組織が稲わら収集や堆肥散布を受託するシステムを構築。
・ＪＡと地域行政機関が連携し、供給体制の検証を行うとともに、実証ほの設置や研修会等を通じ、収穫･調整技術の効率化を支援。
・目標：稲わら収集面積　１００ｈａ（Ｈ１９）

23 滋賀県 H17

② 国産稲わらの利用拡大 甲賀市 ＪＡ甲賀郡稲わら生産
供給組合

・国産稲わら需要の高まり等を受けて、ＪＡが稲わら生産供給組合を設立し、畜産農家と生産供給契約を結んで国産の稲わらの利用拡大を推
進。
・当該生産供給組合、ＪＡ甲賀郡、地域畜産農家が連携し取組みを推進し、収集･利用調整会議等も開催。
・目標：稲わら収集面積　２０ｈａ（面積は作業の進捗状況に応じて拡大）

24 兵庫県 H17

②
④
国産稲わらの利用拡大
草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上

南あわじ市 南あわじ市、あわじ島
農協
地域営農集団

・輸入粗飼料の価格変動や高齢化等によるトウモロコシ等の生産減少に対応するため、地域営農集団による稲わら収集や細断型ロールベー
ラーを活用したトウモロコシの増産に取組む。
・農協及び市を中心とした推進体制により、飼料自給率向上にかかる検討会等を開催しながら取組みを推進。
・目標：稲わら収集面積　９．３ｈａ（Ｈ１７）→３０ｈａ（ｈ１８）
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実　施　内　容
取組開
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取組の区分
①～⑦

番
号
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名
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25 島根県 H18

③ 放牧の推進 大田市 富山町和牛改良組合
（婦人部）

・放牧による省力化等に対する関心の高まりを受け、放牧研修会の実施、組織的な水田放牧の実施、出前放牧の仕組みづくりを行い、水田放
牧面積の拡大を図る。
・富山町和牛改良組合婦人部の取組みを行政機関等が支援する推進体制。
・目標：放牧利用面積　１５ｈａ（Ｈ１７）→２５ｈａ（Ｈ２２）

26 岡山県 H18

① 稲発酵粗飼料の増産 岡山市 邑久郷粗飼料生産組
合

・平成１８年度に稲発酵粗飼料専用収穫機の導入を行い、転作田の積極的な管理により農村環境の維持に寄与するとともに、適期収穫による
収量の安定、生産拡大を推進。
・農協、行政機関等が連携をし、当該組合の技術指導や事業推進を実施。
・目標：稲ＷＣＳ作付面積　１０．２ｈａ（Ｈ１７）→１０．５ｈａ（Ｈ２０）、単収　１．８トン（Ｈ１７）→２．２５トン（Ｈ２０）

27 山口県 H17

③ 放牧の推進 柳井市 田布施農林事務所 ・高齢化の進展による耕作放棄地の増加に対応し、荒廃農地の保全や畜産的利用を図るため、レンタカウシステムによる山口型放牧を推進
し、新たな肉用牛飼養者の掘り起こしも実施。
・ＪＡ、市、県農林事務所による柳井市畜産戦略会議を組織し、取組みを推進。
・目標：パンフレットの配布やレンタカウシステムの実践による山口型放牧の拡大など。

28 徳島県 H17

③ 放牧の推進 美馬市 美馬和牛改良組合 ・繁殖経営のコスト低減及び省力化技術定着を進めるため、和牛繁殖経営者及び耕種農家に対して放牧の推進を図り、地域の遊休農地への
放牧を実施。
・ＪＡ、市、農業支援センター等関係機関による支援体制を検討中。
・目標：遊休農地への放牧　１ｈａ（Ｈ１９）

29 愛媛県 H17

④

⑦

草地更新やトウモロコシの
作付け等による単収向上
その他
（細断型ロールベーラーに
よる効率生産）

宇和島市 三間コントラクター組
合

・既存サイレージ調整施設の老朽化に対応するため、細断型ロールベーラーの導入によるトウモロコシの生産及び調整を共同で実施し、転作
田等への飼料用トウモロコシの作付けを拡大。
・飼料生産の工程管理は当該組合内で協議し、農協、市、県機関が技術指導等を行って支援。
・目標：さらなる栽培技術の向上による増収。

30 高知県 H17

③ 放牧の推進 窪川町 おきつ和牛組合 ・転作田や耕作放棄地の有効利用を図る観点から、放牧の有利性が耕種農家によって認識され、地域和牛組合の設立を経て、休耕田におけ
る放牧を開始。
・当該組合、農協、行政機関等が連携して放牧地の利用斡旋、技術指導、事業推進を実施。
・目標：新たな水田３．８ｈａへの放牧（Ｈ１８）

31 福岡県 H17

① 稲発酵粗飼料の増産 犀川町 下高屋農作業受託組
合
（組合長　山内　哲）

・労働力不足等の課題に対応しながら、地域のニーズに応え農作業受託組合として稲発酵粗飼料の生産に取り組み、隣接地区の要望にも対
応して作付面積を拡大。
・農協、町、県機関が取組みを支援。
・目標：稲発酵粗飼料の作付面積拡大、堆肥の流通促進

32 福岡県 H17

①
②
⑦

稲発酵粗飼料の増産
国産稲わらの利用拡大
その他
（耕畜連携：堆肥)

若宮町 畜産農家
直鞍農業協同組合

・ダイズに換わる転作作物として、飼料イネやスーダングラスの着目し、耕畜連携による栽培管理の作業分担を行うとともに、畜産農家による
堆肥散布も実施。
・耕種及び畜産農家、農協、町、県機関が連携し飼料作物の作付けを推進。農協では耕畜の座談会なども開催。
・目標：隣接地区や市町村への飼料作物の作付け拡大など。

33 福岡県 H18

① 稲発酵粗飼料の増産 大川市 大川市畜産振興対策
協議会

・高齢化等による耕作放棄地の増加等に対応するため、大川市畜産振興協議会を推進母体とし、飼料用イネの作付けを拡大するとともに、奨
励品種等の高生産性品種の導入による単収・品質の向上を推進。
・耕種農家、酪農家、農協、行政機関等による大川市畜産振興協議会を設置し、総会等において年度計画や数値目標等の決定や取組みの
推進を実施。

34 福岡県 H18

① 稲発酵粗飼料の増産 柳川市 清和会 ・高齢化等による耕作放棄地の増加等に対応するため、飼料用イネの作付けを拡大し、奨励品種等の高生産性品種の導入による単収・品質
の向上を図るとともに、乾田直播等の省力技術を導入。
・耕種農家、酪農家からなる清和会を中心に、普及センターや行政機関が連携して取組みを推進。
・目標：作付面積の拡大、収量･品質の向上、省力技術の導入（数値目標は新年度に設定予定)

35 佐賀県 H18

① 国産稲わらの利用拡大 玄海町 浅木場肉用牛組合 ・稲わら収集にかかる負担を軽減し、コスト低減や経営の安定化を図るために、組合設立による共同作業の実施や自給飼料生産・稲わら収集
にかかる機械化一貫体系のシステム構築によって、自給飼料の増産を推進。
・当該組合、耕種農家、ＪＡ、町、県が連携して栽培及び飼養管理の指導や支援を実施。
・目標：稲わら収集面積　６５ｈａ（Ｈ１７）→８０ｈａ（Ｈ２０）、飼料作付面積　１５ｈａ（Ｈ１７）→１８ｈａ（Ｈ２０）

36 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 唐津市 高野飼料生産組合 ・稲わら収集にかかる負担を軽減し、コスト低減や経営の安定化を図るために、組合設立による共同作業の実施や自給飼料生産・稲わら収集
にかかる機械化一貫体系のシステム構築によって、自給飼料の増産を推進。
・当該組合、耕種農家、ＪＡ、市、県が連携して栽培及び飼養管理の指導や支援を実施。
・目標：稲わら収集面積　２０ｈａ（Ｈ１７）→２５ｈａ（Ｈ２０）、飼料作付面積　１ｈａ（Ｈ１７）→２ｈａ（Ｈ２０）

37 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 唐津市 沙子飼料生産組合 ・稲わら収集にかかる負担を軽減し、コスト低減や経営の安定化を図るために、組合設立による共同作業の実施や自給飼料生産・稲わら収集
にかかる機械化一貫体系のシステム構築によって、自給飼料の増産を推進。
・当該組合、耕種農家、ＪＡ、市、県が連携して栽培及び飼養管理の指導や支援を実施。
・目標：稲わら収集面積　１５ｈａ（Ｈ１７）→２０ｈａ（Ｈ２０）、飼料作付面積　４ｈａ（Ｈ１７）→４．５ｈａ（Ｈ２０）
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38 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 唐津市 鶴牧粗飼料生産組合 ・稲わら収集にかかる負担を軽減し、コスト低減や経営の安定化を図るために、組合設立による共同作業の実施や自給飼料生産・稲わら収集
にかかる機械化一貫体系のシステム構築によって、自給飼料の増産を推進。
・当該組合、耕種農家、ＪＡ、市、県が連携して栽培及び飼養管理の指導や支援を実施。
・目標：稲わら収集面積　３５ｈａ（Ｈ１７）→５０ｈａ（Ｈ２２）、飼料作付面積　６ｈａ（Ｈ１７）→１０ｈａ（Ｈ２２）

39 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 唐津市 瓜ヶ坂粗飼料生産組
合

・稲わら収集にかかる負担を軽減し、コスト低減や経営の安定化を図るために、組合設立による共同作業の実施や自給飼料生産・稲わら収集
にかかる機械化一貫体系のシステム構築によって、自給飼料の増産を推進。
・当該組合、耕種農家、ＪＡ、市、県が連携して栽培及び飼養管理の指導や支援を実施。
・目標：稲わら収集面積　５５ｈａ（Ｈ１７）→７０ｈａ（Ｈ２２）、飼料作付面積　９ｈａ（Ｈ１７）→１２ｈａ（Ｈ２２）

40 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 伊万里市 駒鳴飼料生産機械利
用組合

・肥育農家における飼料費の低減を図るため、飼料生産機械利用組合を組織し、共同で稲わらを収集。構成員による利用のほか外部への稲
わら供給も実施。
・ＪＡ、市、県機関等が連携して飼料増産を推進。
・目標：稲わら自給率　７０％（Ｈ１７）→１００％（Ｈ２０）

41 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 伊万里市 山口飼料生産機械利
用組合

・肥育農家における飼料費の低減を図るため、飼料生産機械利用組合を組織し、共同で稲わらを収集。構成員による利用のほか外部への稲
わら供給も実施。
・ＪＡ、市、県機関等が連携して飼料増産を推進。
・目標：稲わら自給率　７０％（Ｈ１７）→１００％（Ｈ２０）

42 佐賀県 H18

② 国産稲わらの利用拡大 嬉野市 嬉野地区東吉田飼料
生産組合

・高齢化等による輸入粗飼料等への依存傾向に対応するため、水田を中心に土地利用の集積等を図るとともに、機械化による効率的な稲わ
ら収集によって飼料生産面積及び稲わら集面積を拡大。
・当該組合、ＪＡ、市、県機関が連携して、収集ほ場の確保や各種技術指導等を行い、飼料増産を推進。
・目標：稲わら収集面積　４ｈａ（Ｈ１７）→８ｈａ（Ｈ２０）、飼料作付け面積　１ｈａ（Ｈ１７）→３ｈａ（Ｈ２０）

43 長崎県 H18

③ 放牧の推進 小値賀町 肉用牛農家集団(放
牧組合等）
小値賀町

・地域振興を図る観点から、地域資源を最も効果的･効率的に活用する手段として肉用牛の放牧に着目し、町振興の大きな柱としてその推進
を図るため、推進体制の整備や既存放牧地の流動化対策、草地拡大対策などを取組みを実施。
・推進体制については原案を検討中であり、平成１８年度当初に体制を構築。
・目標：５年以内の放牧サミット誘致、具体的内容は原案検討中。

44 熊本県 H17

⑤ コントラクターの活用 西原村 西原村総合コントラク
ター組合

・耕種農家の減少に対応するとともに堆肥センターの有効活用を図るため、コントラクター組織を立ち上げ、堆肥の流通促進や稲わら収集の
取組みを実施。
・当該組合、農協、各畜産団体、行政組織等が推進体制を構築し、今後、飼料作物生産等の取組みを計画。
・目標：作業受託延べ面積　１００ｈａ（Ｈ１９）

45 宮崎県 H17

①
②
⑤

稲発酵粗飼料の増産
国産稲わらの利用拡大
コントラクターの活用

宮崎市ほ
か

ＪＡ宮崎中央 ・耕畜連携による飼料イネの稲わら利用拡大を図るため、ＪＡが中心となり稲わら収集体制を構築して、市町村間を越えて管内畜産農家に販
売。
・ＪＡが収穫･調整機械を購入するとともに、本店及び各支店で推進体制を構築し取組みを推進。
・目標：コスト低減による作付面積の拡大（Ｈ１８）

46 沖縄県 H18

⑤ コントラクター活用 伊江村 沖縄県農業協同組合 ・ＴＭＲ給与方式の導入により、暖地型牧草の利用性を高め、自給飼料の活用を図るため、コントラクター組織によるＴＭＲ供給体制を確立。
・畜産農家、農協、行政機関等からなるＴＭＲ利用推進協議会を設置し、事業推進や技術指導を実施。
・目標：肥育牛等の飼料自給率を１０％向上（Ｈ１８）
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